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令和６年度介護報酬改定について
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改定時期 改定にあたっての主な視点 介護報酬改定率
（同時改定時）
診療報酬改定率

平成１５年度改定
（20０３年）

○ 自立支援の観点に立った居宅介護支援（ケアマネジメント）の確立
○ 自立支援を指向する在宅サービスの評価      ○ 施設サービスの質の向上と適正化

▲２．３％

平成１８年度改定
（２００６年）

○ 中重度者への支援強化                      ○ 介護予防、リハビリテーションの推進
○ 地域包括ケア、認知症ケアの確立         ○ サービスの質の向上
○ 医療と介護の機能分担・連携の明確化

▲０．５％［▲２．４％］
※［  ］は平成１７年１０月改定

分を含む。

▲１．３６％
（本体改定率）

平成２１年度改定
（２００９年）

○ 介護従事者の人材確保・処遇改善    ○ 医療との連携や認知症ケアの充実
○ 効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証

３．０％

平成２４年度改定
（２０１２年）

○ 在宅サービスの充実と施設の重点化  ○ 自立支援型サービスの強化と重点化
○ 医療と介護の連携・機能分担
○ 介護人材の確保とサービスの質の評価(交付金を報酬に組み込む）

１．２％
１．３７９％

（本体改定率）

平成２７年度改定
（２０１５年）

○ 中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化
○ 介護人材確保対策の推進（1.2万円相当）
○ サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築

▲２．２７％

平成３０年度改定
（２０１８年）

○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現
○ 多様な人材の確保と生産性の向上
○ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

０．５４％
０．５５％

（本体改定率）

令和３年度改定
（２０２１年）

○ 感染症や災害への対応力強化          ○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止の取組の推進   ○ 介護人材の確保・介護現場の革新
○ 制度の安定性・持続可能性の確保

０．７０％
※うち、新型コロナウイルス感染症

に対応するための特例的な評価

０．０５％（令和３年９月末まで）

令和６年度改定
（２０２４年）

○ 地域包括ケアシステムの深化・推進　　○ 自立支援・重度化防止に向けた対応
○ 良質なサービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
○ 制度の安定性・持続可能性の確保　　 〇 介護現場で働く職員の賃上げ

１．５９％
実質２．０４％

０．８８％
（本体改定率）

介護報酬改定の改定率について

介護業界の厳しい経営状況を反映。過去２番目に高い改定率
（同時改定において初めて診療報酬改定率を上回る）



令和５年度介護事業経営実態調査結果

老健施設は
実調において
初のマイナス

介護報酬改定で
大幅なプラス
改定を！

賃上げ改定の
実現！
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令和６年度（今回）改定 令和３年度（前回）改定
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【参考比較】

要介護３・多床室

6

現 新 差 改定率

要介護1 788 793 5 0.63%

要介護2 836 843 7 0.84%

要介護3 898 908 10 1.11%

要介護4 949 961 12 1.26%

要介護5 1,003 1,012 9 0.90%

要介護1 836 871 35 4.19%

要介護2 910 947 37 4.07%

要介護3 974 1,014 40 4.11%

要介護4 1,030 1,072 42 4.08%

要介護5 1,085 1,125 40 3.69%

要介護1 772 777 5 0.65%

要介護2 820 826 6 0.73%

要介護3 880 889 9 1.02%

要介護4 930 941 11 1.18%

要介護5 982 991 9 0.92%

34 51 17 50.00%

46 51 5 10.87%

介　護　老　人　保　健　施　設

報酬項目

（二）介護保健施設
サービス費（ii）
＜多床室＞
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Ⅳ

）

（四）介護保健施設
サービス費（ⅳ）
＜多床室＞

【在宅強化型】

（三）介護保健施設
サービス費（ⅲ）
＜多床室＞

（【基本型】）

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）

老健施設の基本報酬

よりメリハリがついた配分

9単位（1.0％）up
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基本報酬の算定指標

指標変更に対応し、ひとつでも上の施設類型を目指すことが大事！
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介護老人保健施設における改定事項（その１）
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（全サービス共通 改定事項）

介護老人保健施設における改定事項（その２）

非常に改定事項が多いが、この内容を理解し対応していくことで、
老健施設経営にプラスの影響がある
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①老健施設と医療機関との連携
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協力医療機関との実効性のある連携体制の構築が必須

12
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協力医療機関との実効性のある連携体制の構築が必須

下記

【協力医療機関3要件】

テレビ電話等で可（顔の見える関係）
支援相談員＋看護職で対応
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●「協定締結医療機関（第二種協定指定医療機関）」との連携 ⇒ 努力義務

● 協力医療機関が「協定締結医療機関（第二種協定指定医療機関）」である場合
⇒ 新興感染症の発生時等の対応の協議の実施 ⇒ 義務

そもそも協定締結医療機関とは？

●改正感染症法により、（第一種・第二種）感染症指定医療機関とは別に、（第一種・第二種）協定
指定医療機関が追加

●この協定指定医療機関は、「病床確保」、「発熱外来の実施」、「自宅療養者への医療提供」等
に関する医療措置協定を締結した医療機関等を対象に、都道府県が指定

●協定指定医療機関において行われる「病床確保」、「発熱外来の実施」、「自宅療養者への医療
提供」等について、公費支援の対象

●令和６年４月から施行される



（参考）第二種協定指定医療機関の医療機関の類型

東京都の場合

三重県の場合

15
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併算定可能



17第二種協定指定医療機関は、令和6年4月より各都道府県において指定される（施行）
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← 今までの要件

※過去3ヶ月に老健施設に入所したことがない方が対象



19

（参考）軽度の医療ニーズのある在宅高齢者の受け入れ促進

計画的に



認知機能等も

認知機能等にかかる情報を提供

20認知機能等も
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これまで入所前の主治医との連携が課題であったことから、主治医との連携が困難な場合でも、
施設においてポリファーマシー解消の取り組みを実施したことを評価できるようになった。



２. （２）⑤ かかりつけ医連携薬剤調整加算の見直し②

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ 140単位/回（一部変更）
＜入所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場合＞

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）ロ 70単位/回（新設）

＜入所前の主治医と連携せずに評価・調整した場合＞

① 医師又は薬剤師が高齢者の薬物療法に関する研修を受講すること。

② 入所後１月以内に、状況に応じて入所者の処方の内容を変更する可能
性があることについて主治の医師に説明し、合意していること。

③ 入所前に当該入所者に６種類以上の内服薬が処方されており、施設の
医師と入所者の主治の医師が共同し、入所中に当該処方の内容を総合
的に評価及び調整し、かつ、療養上必要な指導を行うこと。

④ 入所中に当該入所者の処方の内容に変更があった場合は医師、薬剤師
、看護師等の関係職種間で情報共有を行い、変更後の入所者の状態等
について、多職種で確認を行うこと。

⑤ 入所時と退所時の処方の内容に変更がある場合は変更の経緯、変更後
の入所者の状態等について、退所時又は退所後１月以内に当該入所者
の主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載しているこ
と。

• かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イの要件①、④
、⑤に掲げる基準のいずれにも適合していること。

• 入所前に６種類以上の内服薬が処方されていた入所者
について、施設において、入所中に服用薬剤の総合的
な評価及び調整を行い、かつ、療養上必要な指導を行
うこと。

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） 240単位/回
＜服薬情報をLIFEに提出＞
• かかりつけ医連携薬剤調整加算 （Ⅰ）イ又はロを算定していること。
• 当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当

該情報その他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用して
いること。

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） 100単位/回
＜退所時に、入所時と比べて１種類以上減薬＞
• かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）を算定していること。
• 退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されていた

内服薬の種類に比べて１種類以上減少していること。

※入所者１人につき１回を限度として、当該入所者の退所時に加算（全加算区分共通）

算定要件等

注意：今までは、入所前の薬剤数の要件はなかったが、令和６年度介護報酬改定からは、
入所前に６種類以上の内服薬を処方されていた方が対象となる。 22



高齢者施設等感染症対策向上加算（Ⅰ）

老健施設と医療機関との連携

【協力医療機関】 【協定締結医療機関】

【介護老人保健施設】

①急変時、常時相談体制確保
②診療体制の常時確保
③急変時、原則入院体制確保

義務（経過措置3年）
(車約20分以内)

① 3要件満たす場合

② 上記以外

協力医療機関連携加算

定期的な会議（月1回）
（テレビ電話等）

第二種協定指定医療機関
（病院・診療所に限る）

第二種協定指定医療機関等との連携
年1回の研修又は訓練に参加

連携

高齢者施設等感染症対策向上加算（Ⅱ）
３年1回以上実地指導を受ける

新興感染症等施設療養費

①～③を複数の医療機関で満たせば可

（10単位/月）

（5単位/月）（5単位/月）

（R6：100単位/月、R7：50単位/月）

初期加算（Ⅰ）60単位/日：空床情報の共有・入院後30日以内に退院した方を受入れ

退所時情報提供加算（Ⅱ）250単位/回： 医療機関へ退所する際に診療情報・心身
の状況・生活歴（認知機能等）等を情報提供

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ 140単位/回： かかりつけ医との連携

（240単位/日）
新たなパンデミック発生時に
おける施設内療養

イコールの場合

年1回都道府県へ届出

協議の義務化

努力義務

新興感染症発生時の対応

（感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算
を届出している医療機関又は地域の医師会が開催）

（感染対策向上加算を届出している医療機関）

協力医療機関との定期的
な会議の中に含まれる

23

併算定可
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② 老健施設で算定できる加算



１. （３）⑱ 所定疾患施設療養費の見直し

概要 【介護老人保健施設】

○ 介護老人保健施設の入所者に適切な医療を提供する観点から、介護老人保健施設における疾患の発症・治療状
況を踏まえ、対象に慢性心不全が増悪した場合を追加する。【告示改正】

算定要件等

○ 肺炎、尿路感染症、帯状疱疹、蜂窩織炎、慢性心不全の増悪のいずれかに該当する入所者に対し、投薬、検査、
注射、処置等を行った場合に所定単位数を算定する。

＜所定疾患施設療養費（Ⅰ）＞
○ 診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載していること。
○ 所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における当該入所者に対する投薬、
検査、注射、処置等の実施状況を公表していること。

＜所定疾患施設療養費（Ⅱ）＞
○ 診断及び診断に至った根拠、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載して
いること。

○ 所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における当該入所者に対する投薬、
検査、注射、処置等の実施状況を公表していること。

○ 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する研修を受講していること。

単位数

＜現行＞
所定疾患施設療養費（Ⅰ） 239単位/日
所定疾患施設療養費（Ⅱ） 480単位/日

＜改定後＞
変更なし
変更なし

（７日間）

（10日間）

25老人保健施設管理医師総合診療研修会において補講等を検討
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令和６年度の同時報酬改定に向けた意見交換会 資料

高齢者の多死時代の到来
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令和６年度の同時報酬改定に向けた意見交換会 資料
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注意：令和６年４月以降、コロナに罹患された入所者を施設内で療養した場合の補助（基金）
は終了となる。
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認知症介護指導者養成研修修了者
認知症介護実践リーダ研修修了者

想定：
日本版BPSD認知症ケアプログラム研修

（体制加算ではなく、個別加算）



実際に活動されていると思われる人数：2023年8月現在 663名（認知症介護情報ネットワークに公表されている人数で、認知症介護指導者研修を
修了した認知症介護指導者の内、情報公表について承諾の得られた者すでに公表されていても活動を休止
している方も含まれる。）

2,569人

46,402人

299,393人

※人数については、認知症施策推進大綱の実施状況について（概要）の資料を参照 （R１年度末時点）
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（LIFEに提出）

厚生労働省に提出



２.  (１)  ②介護保険施設におけるリハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組の推進①

概要

○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果的に進め
る観点から、介護老人保健施設におけるリハビリテーションマネジメント計画書情報加算について、以下
の要件を満たす場合について評価する新たな区分を設ける。【告示改正】

ア
イ

口腔衛生管理加算（Ⅱ）（個別加算）及び栄養マネジメント強化加算（体制加算）を算定していること
リハビリテーション実施計画等の内容について、リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の情報を
関係職種の間で一体的に共有すること。その際、必要に応じてLIFEに提出した情報を活用していること

ウ 共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画について必要な見直しを行い、見直しの内容について
関係職種に対し共有していること。

【介護老人保健施設のみ抜粋】

【介護老人保健施設】
＜現行＞
リハビリテーションマネジメント計画書情報加算 33単位/月

＜改定後＞
リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ） 53単位/月 (新設)
リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ） 33単位/月

※加算（Ⅰ）、（Ⅱ）は併算定不可

単位数

個別加算
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但し、既に一体的に実施さていることがわかるものがあれば
（記載項目が網羅されていれば）
必ずしも厚労省の様式を使用する必要はなし



36
※第232回介護給付費分科会における対応案では「介護職員等において実施可能な口腔のアセスメントの

簡易指標を示してはどうか」とあるので、今後指標が示される？

※口腔衛生管理加算（個別）を算定している利用者については、上記要件を既に充たしていることとなる
が、加算を算定していない利用者については必須

（介護職員等でもできる評価）
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ニ 退所時栄養情報連携加算 ７０単位/月
告示第21号の改正案

（新設）退所時栄養情報連携加算

注 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が
判断した入所者が、介護老人保健施設から退所する際に、その居宅に退所する場合は当該
入所者の主治の医師の属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、病院、診療
所又は他の介護保険施設（以下この注において「医療機関等」という。）に入院又は入所する
場合は当該医療機関等に対して、当該入所者の同意を得て、管理栄養士が当該者の栄養
管理に関する情報を提供したときは、１月につき１回を限度として所定単位数を加算する。た
だし、イ及びロの注７又はリの栄養マネジメント強化加算を算定している場合は、算定しない。

※イ及びロの注７は、栄養マネジメントの未実施減算をしている施設のこと
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栄養管理とその関連加算の関係

栄養管理（運営基準）

再入所時栄養連携加算 （２００単位/回）

経口移行加算（２８単位/日）

療養食加算（６単位/回）

経口維持加算（Ⅱ）（１００単位/月）
（Ⅰ）の算定が必須

経口維持加算（Ⅰ）（４００単位/月）
併算定
不可

併算定可
併算定可

栄養マネジメント強化加算
（１１単位/日）

栄養ケア・マネジメントの未実施
（１４単位/日 減算）

※上記加算を算定しても、褥瘡マネジメント加算との併算定は可能（R3年度改定時点では）

2024.1.22時点
全老健作成

（新設）退所時栄養情報連携加算
（７０単位/回）

併算定
不可

39



40ROKENくん

③ ＬＩＦＥ関連
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＜現行単位＞
科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 40単位/月（体制加算）
科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 60単位/月（体制加算）

＜改定後＞
変更なし
変更なし
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令和６年度介護報酬改定に関する審議報告

第232回介護給付費分科会（令和5年11月27日）【議題】・認知症への対応力強化



第232回介護給付費分科会（令和5年11月27日）

43医療機関との連携やLIFEの項目として導入される予定
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入所 通所リハビリテーション

加算項目 体系 単位 加算項目 体系 単位

NEW 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ） 個別 258

見直し

リハビリテーションマネジメント加算（ロ）（１月につき） 個別 560⇒830

栄養マネジメント強化加算 （１日） 体制 11 ※説明者が医師の場合 個別 240⇒510

口腔衛生管理加算（Ⅱ） （１月につき） 個別 110 リハビリテーションマネジメント加算（ハ）（１月につき） 個別 543⇒863

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） １回 個別 240 ※説明者が医師の場合 個別 273⇒543

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） １回 個別 100 栄養アセスメント加算 （１月につき） 体制 50

見直し

リハビリテーションマネジメント計画書情報加
算（Ⅰ） （１月につき）

個別 53

見直し

口腔機能向上加算（Ⅱ）イ （月２回を限度） 個別 155

リハビリテーションマネジメント計画書情報加
算（Ⅱ） （１月につき）

個別 33 口腔機能向上加算（Ⅱ）ロ （月２回を限度） 個別 160

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） （１月につき） 体制 3 科学的介護推進体制加算 （１月につき） 体制 40

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） （１月につき） 体制 13 予防通所リハビリテーション

排せつ支援加算（Ⅰ） （1月につき） 体制 10 加算項目 体系 単位

排せつ支援加算（Ⅱ） （1月につき） 体制 15 NEW 予防通所リハビリテーション １２月超の場合 個別 減算なし

排せつ支援加算（Ⅲ） （1月につき） 体制 20 訪問リハビリテーション

自立支促進加算 （１月につき） 体制 300 加算項目 体系 単位

科学的介護推進体制加算（Ⅰ） １月につき 体制 40
見直し

リハビリテーションマネジメント加算（ロ）（１月につき）
個別 213⇒483

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） １月につき 体制 60 ※説明者が医師の場合

予防訪問リハビリテーション

加算項目 体系 単位

NEW 予防訪問リハビリテーション１２月超の場合 個別 減算なし

情報を厚生労働省に提出しないと算定できない加算
（LIFE関連加算の一覧） ※赤字がLIFE前提の加算 緑字がLIFEの上乗せ加算

2024.2.6時点
全老健作成
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新たな指標追加のため



２.（３）④ アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し

概要

○ 排せつ支援加算について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点から、以下の見直しを行う。
ア 排せつ状態の改善等についての評価に加え、尿道カテーテルの抜去についても新たに評価を行う 。【告示改正】
イ 医師又は医師と連携した看護師による評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。【告示改正】
ウ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。【通知改正】
エ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE関連加算と揃えることを可能とする。【通知改正】

【看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施
設、介護医療院】

算定要件等

＜排せつ支援加算（Ⅰ）＞ 10単位/月（体制加算）
○ 以下の要件を満たすこと。
イ排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師が施設入所時等に評価するととも
に、少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用していること。

ロイの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同して、排
せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、支援を継続して実施していること。

ハ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。

＜排せつ支援加算（Ⅱ）＞ 15単位/月（体制加算）
○ 排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、
・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がないこと。
・ 又はおむつ使用ありから使用なしに改善していること。
・ 又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置されていた者について、尿道カテーテルが抜去されたこと。

＜排せつ支援加算（Ⅲ）＞ 20単位/月（体制加算）
○ 排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、
・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がない
・ 又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置されていた者について、尿道カテーテルが抜去されたこと。
・ かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。
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２.（３）⑤ アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し

概要 【看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健

施設、介護医療院】

○ 褥瘡マネジメント加算（介護医療院は褥瘡対策指導管理）について、介護の質の向上に係る取組を一層推進す
る観点から、以下の見直しを行う。

ア 施設入所時又は利用開始時に既に発生していた褥瘡が治癒したことについても評価を行う。【告示改正】

イ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。【通知改正】
ウ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE関連加算と揃えることを可能とする 。 【通知改正】

算定要件等

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）＞ ３単位/月（体制加算）

○ 以下の要件を満たすこと。
イ入所者又は利用者ごとに、施設入所時又は利用開始時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所

時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価すること。
ロイの確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のため

に必要な情報を活用していること。
ハイの確認の結果、褥瘡が認められ、又はイの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者ごとに、医師、看護師、介

護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していること。

ニ入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者又は利用者の状態について定期的に記録

していること。

ホ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者又は利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）＞ 13 単位/月（体制加算）

○ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、施設入所時等の評価の結果、褥瘡の認められた入所者等について、当

該褥瘡が治癒したこと、又は褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等について、褥瘡の発生のないこと。
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④ その他
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介護現場のDX・タスクシフトの推進

老健施設の運営基準 （新）

第３６条の３
介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における業務の効率化、介護サービスの質

の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該介護老人保健施設にお
ける入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討
するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期
的に開催しなければならない。（タスクシフトやICT導入について話し合う委員会）

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策
を検討するための委員会の設置）



53



54



55

入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び
職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置

（定期的に開催）

介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）
100単位/月（新設）

運営基準
（義務）

タスクシフト導入（いわゆる介護助手の活用等）

ＩＣＴ導入

①見守り機器（すべての居室）

②インカム等【連絡】（すべての職員）

③電子記録ソフト（記録） ＩＣＴ導入

①～③１つ以上導入

生産性向上推進
体制加算（Ⅱ）

10単位/月（新設）

ア 利用者の変化（WHO-5等）
イ 総業務時間・残業時間
ウ 年次有給休暇の取得
エ ストレスチェック（SRS-18）
オ ICT導入による業務時間（タイムスタディ）

１年に１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（メール等）

①～③を全て導入

ア 利用者の変化（WHO-5等）

イ 総業務時間・残業時間
ウ 年次有給休暇の取得



ICT化・DX化後のいこいの森

デジタル運用

薬剤管理

楽くすり HitomeQ
コネクト

R4・LIFE

ケアカルテ

請求

ケアカルテ

申し送り
インカム

ケアカルテ

ハナスト

記録

ケアカルテ

ハナスト

見守り
ナースコール

HitomeQ
ケアサポート

一気通貫

56

タスクシフト

介護助手の導入・推進

＋

1.医療機関連携
2.家族連絡
（ケアプラン等

の同意）
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７.５％

７.１％

５.４％

４.４％

３.９％

２.９％

１.６％

２.１％

１.７％

０.８％ ※：加算率はサービス毎の介護職員の常勤換算職員数に基づき設定しており、上記は老健施設
の例。処遇改善加算を除く加減算後の総報酬単位数に上記の加算率を乗じる。

※：上記の老健施設の場合、現行の３加算の取得状況に基づく加算率と比べて、改定後の加算
率は０.７％ポイント引き上げられている。

老健の数値
に変更
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【３.９％】

【７.１％】

【５.４％】

【４.４％】

※： 加算率は老健施設のものを例として記載

【２.１％】

【０.８％】

【７.５％】

【３.９％】

【３.９％】

【１.７％】

【０.８％】

【０.８％】

【０.８％】

【２.９％】
(4.4％)

介護職員等の処遇改善
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新加算（Ⅳ）の1/2ルールを満たしていれば、
新加算（Ⅰ）～（Ⅲ）については、1/2ルールを
それぞれで満たす必要はない。

2024.2.6時点
全老健作成

60

新加算（Ⅲ）5.4％

新加算（Ⅱ）7.1％

新加算（Ⅰ）7.5％

介護職員等処遇改善加算（新加算）におけるベースアップ充当割合

新加算（Ⅳ）4.4％

例：●新加算（Ⅰ）を算定しても
ベースアップ（基本給の改善）は、（Ⅳ）の2.2％分で要件
を満たす。［新加算（Ⅰ）の7.5％の1/2ではない］

●新加算（Ⅲ）を算定しても
ベースアップ（基本給の改善）は、（Ⅳ）の2.2％分で要件
を満たす。［新加算（Ⅲ）の5.4％の1/2ではない］

※各加算率は老健施設のもので表記

4.4％の 1/2の 2.2 ％を
ベースアップ（基本給の改善）に

充てることが要件になる
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介護職員等の処遇改善加算の1本化

令和６年４月 令和６年６月

介護職員処遇改善加算 （Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）

令和６年２月

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ・Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員等
処遇改善加算
（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

※（新加算）

介護職員処遇改善支援補助金（月額6000円相当）

（その他職員へも配分可能）

（2:1:0.5の配分ルール撤廃）

要件緩和（１本化の要件に合わせる）

介護報酬改定 １本化施行

（１本化）

（変更なし）

【老健施設の加算率の例】

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 3.9％
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 2.1％
介護職員等ベースアップ等支援加算 0.8％
プラス 介護職員処遇改善支援補助金 0.5％

（２月）

7.3％

（６月以降）

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

7.5％（0.2％分プラス）
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令和６年度介護保険法改正で、令和６年度から全ての介護事業者に財務諸表の提出と公表も義務化される。
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令和６ 令和７

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

新たなる補助金による処遇改善

R３年度改定の率で
R6年度改定の要件で処遇改善

（一本化に向けた準備）

R６年度改定の新処遇改善加算
（一本化）

(Ⅴ)(1)～(Ⅴ)(14)までの加算は
令和６年度末までの経過措置

入所・短期の介護報酬改定

基準費用額（居住費）の見直し（＋60円）

室料の徴収（基本報酬－26単位）

通所リハ・訪問リハの介護報酬改定

令和６年度介護報酬改定の施行時期の早見表
2024.1.29時点
全老健作成
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訪問・通所リハビリテーション
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義務付ける。
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（通所リハビリテーション計画の作成）
第１１５条

（略）
２・３．（略）
４．医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係る通所リハビリテーション計画

の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテー
ションの情報を把握しなければならない。

５・６．（略）
７．指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテー

ション会議（医師が参加した場合に限る。）の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている
環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえ
たリハビリテーション提供内容について整合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成した場合については、第８１
条第１項から第５項までに規定する運営に関する基準を満たすことをもって、第１項から第５項までに規定する基準を満
たしているものとみなすことができる

通所リハビリテーションの運営基準（主な変更ポイント）

訪問リハビリテーションの運営基準

（指定訪問リハビリテーション計画の作成）

第８１条
（略）

２・３．（略）
４．医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に

係る訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等によ
り、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

５．（略）
６．指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事業者（第１１１条第１項に規定する指定通所リハ

ビリテーション事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の病
状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リ
ハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた訪問リハビリ
テーション計画を作成した場合については、第１１５条第１項から第５項までに規定する運営に関する基準を満たすこ
とをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。
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LIFEの提出
＆フィードバック

リハ・口腔・栄養の

アセスメントを実施

＆情報を一体的に共有

LIFEの提出＆
フィードバック

リハビリテーション計画の
説明・同意

概要 【通所リハビリテーション】

○ リハビリテーション・口腔・栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果的に進める観点から、通所
リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算について、以下の要件を満たす場合を評価す
る新たな区分を設ける。

ア 口腔アセスメント及び栄養アセスメントを行っていること。

イ リハビリテーション計画等の内容について、リハビリテーション・口腔・栄養の情報を関係職種の間で一体

的に共有すること。その際、必要に応じて LIFEに提出した情報を活用していること。

ウ 共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画について必要な見直しを行い、見直しの内容について関係

職種に対し共有していること。

また、報酬体系の簡素化の観点から、通所リハビリテーションのリハビリテーションマネジメント加算（B）

の要件について新規区分とし、加算区分を整理する。【告示改正】

通所リハビリテーションにおけるリハビリテーション、口腔、栄養の一体的取組の推進

なしPT・OT・STが利用者
等に説明・同意を得て
医師へ報告

加算（A）イ

加算（A）ロ

加算（B）イ

加算（B）ロ

リハビリテーション会議を定期的に開催する等、
リハビリテーションマネジメントを継続的に実施

改定後

(新設)

Ａ

Ｂ

あり

なし

あり

イ

イ

ロ

ロ

医師が利用者等に
説明・同意を得る

リハビリテーション会議を定期的に開催する等、
リハビリテーションマネジメントを継続的に実施

なし

あり

加算(イ)

加算(ロ)

※医師が利用者に説明し同意を得た場合は上記に加えて評価

あり

なし

現行

加算(ハ)
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通所リハビリテーションにおけるリハビリテーション、口腔、栄養の一体的取組の推進
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単位数

○ 訪問リハビリテーション

＜現行＞

リハビリテーションマネジメント加算(A)イ 180単位/月

リハビリテーションマネジメント加算(A)ロ 213単位/月

リハビリテーションマネジメント加算(B)イ 450単位/月

リハビリテーションマネジメント加算(B)ロ 483単位/月

＜改定後＞

リハビリテーションマネジメント加算(イ) 180単位/月
リハビリテーションマネジメント加算(ロ) 213単位/月
廃止（以下の条件に統合）
廃止（以下の条件に統合）

※医師が利用者又はその家族に説明した場合上記に加えて270単位
（新設・Bの要件の組み替え）

算定要件等

＜リハビリテーションマネジメント加算(イ)＞
・現行のリハビリテーションマネジメント加算(A)イと同要件を設定。

＜リハビリテーションマネジメント加算(ロ)＞
・現行のリハビリテーションマネジメント加算(A)ロと同要件を設定。

＜リハビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得た場合＞（新設）
・現行の(B)の医師の説明に係る部分と同要件を設定し、別の加算として設定。

訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算

加算（ロ）213単位 + 270単位＝483単位/月

74



75



LIFE
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通所リハビリテーションにおける改定事項
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（平均約０.７％アップ）
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２.（２）② 通所リハビリテーションにおける入浴介助加算（Ⅱ）の見直し

概要 【通所リハビリテーション】

○ 通所リハビリテーションにおける入浴介助加算（Ⅱ）について、利用者の居宅における入浴の自立への取組を
促進する観点から、入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件である、「医師等による、利用者宅浴室の環境評価・助言」
について、人材の有効活用を図る観点から、医師等に代わり介護職員が訪問し、医師等の指示の下、ICT 機器を
活用して状況把握を行い、医師等が評価・助言する場合も算定することを可能とする。

加えて、利用者の居宅における自立した入浴への取組を促進する観点から、入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件に

係る現行の Q＆Aや留意事項通知で示している内容を告示に明記し、要件を明確化する。【告示改正】

算定要件等

＜入浴介助加算（Ⅱ）＞（入浴介助加算（Ⅰ）の要件に加えて） 60 単位/月

・ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価
を行うことができる福祉用具専門相談員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験
を有する者（以下「医師等」という。）が、利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境
を評価していること。この際、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい
環境にある場合には、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・
住宅改修等の浴室の環境 整備に係る助言を行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には
、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該利用
者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても差し支えないものとする。

・ 当該事業所の理学療法士等が、医師等との連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により把握した居宅の浴室の
環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に相当する内容を通所リハビリ
テーション計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることができる。

・ 上記の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。）又は利用者の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の
浴室の手すりの位置、使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置するこ
とにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものをいう。）で、入浴介助を行うこと。
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これまで医師等（医師、ＰＴ/ＯＴ/ＳＴ等）が利用者の居宅を訪問し評価することとなっていたが、
訪問が困難な場合、介護職が居宅へ訪問し、ＩＣＴ機器を活用して環境を把握してもよくなった。
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現状、老健施設の短期入所では障害者の受け入れが可能であるが
通所リハビリにおいても受け入れが可能となる。
但し、障害者を受け入れるためには、都道府県の指定が必要
（現状、定款の変更を求められ、手続きの手間が負担）
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訪問リハビリテーションにおける改定事項
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全サービス
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90



３.（２）⑦ 人員配置基準における両立支援への配慮

概要 【全サービス】

○ 介護現場において、治療と仕事の両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図る観点から
、各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。
ア 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場合に

加えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、
週 30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

イ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間
勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。

【通知改正】

対象疾病：がん、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、その他難病など、
反復・継続して治療が必要となる疾病であり、短期で
治癒する疾病は対象としていない。

勤務制度：事業者が自主的に設ける勤務制度であり、療養中・療養後の
負担を軽減すること等を目的として、所定労働時間を短縮する
制度
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算定要件等

次のいずれかに該当するものについては、職員等の配置の基準を定める法令の適用について職員等
とみなしても差し支えないこととする。

・受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過した外国人介護職員
・受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過していない外国人介護職員であって、受入れ施設
（適切な研修体制及び安全管理体制が整備されているものに限る。）に係る事業を行う者が当該外国人
介護職員の日本語の能力及び研修の実施状況並びに当該受入れ施設の管理者、研修責任者その他の職員
の意見等を勘案し、当該外国人介護職員を職員等の配置の基準を定める法令の適用について職員等とみ
なすこととしたもの

・日本語能力試験N1又はN2に合格した者

外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し

算入

就労開始 就労開始６ヶ月

訪日後研修

（現行）

（見直し案）
算入

※N1・N2のみ参入可能

※N1・N2に加え、受入れ事業者
が配置基準に算入することとし
た場合に算入可能

（法人が認めれば算入可能）

追
加
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医療・介護・障害福祉関係団体との賃上げに関する意見交換

令和６年１月１９日（金）
於：首相官邸

今回の介護報酬の改定率は、過去2番目に高いプラス1.59％の
改定率であったこと、また外枠を加えた実質プラス2.04％は、
現場にとっても非常にありがたい改定であったと深く感謝申
し上げます。
通常の介護報酬改定では、3年分の財源を見越した改定である
ところ、今回、2年分の賃上げ財源を含む改定をして頂き、2
年後には残りの1年分の賃上げも考慮して頂けるという画期的
な改定をして頂けたことは、本当にありがたい英断だったと
感じています。

令和６年度2.5％以上、令和７年度2.0％を上回る賃上げに努力します！



令和６年介護報酬改定における

老健施設職員のベースアップに関するシミュレーション

超強化型・在宅強化型の老健施設
※ 定員100床（稼働率90％）：平均要介護３・多床室を想定
※ 改定前後の単位（基本報酬及び新規体制加算等）差でシミュレーション
※ 月3800万円の人件費想定 ⇒ 2.5％アップのための財源＝月95万円

【イメージ】

超強化型 在宅強化型

人件費2.5％
アップ財源
95万円/月

改定後45単位up

45単位×90人
×30日×10円
＝121万円up

改定後40単位up

40単位×90人
×30日×10円
＝108万円up

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

基本報酬

協力医療機関連携加算（Ⅰ）

高齢者施設等感染向上加算（Ⅰ･Ⅱ）

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

基本報酬

約37万円/月
約22万円/月

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

協力医療機関連携加算（Ⅰ）

高齢者施設等感染向上加算（Ⅰ･Ⅱ）

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）



95

賃上げ促進税制も活用！
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令和6年度基本体系シミュレーション
(R6.1.22版）

令和6年度請求シミュレーター
(R6.1.22版)

老健関連報酬対照表（新旧対照比較表）
1.22ベース

（介護報酬改定の資料）
・第２３９回介護給付費分科会資料

【全老健会員専用ページ】

☝ 上記をアップしております
のでご活用ください。


